
 令和６年度妊娠出産子育てシェアサポート事業仕様書 
項  目 内  容 
事 業 名 令和６年度妊娠出産子育てシェアサポート事業 

目  的 

富士宮市（以下「市」という。）は、妊娠・出産・子育ての各ステージで生じる悩

みや不安、やりがいや喜びを当事者同士で分かち合い、支え合う機会を提供するこ

と、地域全体を巻き込んだ温かな支援のネットワークを形成すること及び当事業に

係る女性を社会とつなぎ、女性の社会参加や活躍を促進することを目的とする。 

委託期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

業務内容 

 
１ 定義 

(1) 講座とは、ある分野やテーマに関して受講者がその知識や技術を習得する機

会とし、数人から数十人程度が参加する小規模なものをいう。 
(2) イベントとは、３０人以上の来場と地域全体への波及効果が見込めるもの

で、半日又は１日をかけて開催するものをいう。 
 

２ 利用対象者 
市内在住又は市を生活圏とする妊娠・出産・子育て（主に乳幼児期）に係る女性。 

 
３ 講座及びイベントについて 

(1) 本事業の目的に沿い、次の要件を満たすものとする。 
ア 妊娠、出産、子育てといった育児の各ステージにおける悩みや不安を軽減

するもの 
イ 女性の社会活躍のための支援に関するもの 
ウ 子育て世代とその親世代との交流など世代間のつながりを深めるもの 
エ 親や子と、地元企業が接点を作るなど地域間のつながりを深めるもの 
オ 他の子育て支援団体、女性活躍支援団体等との連携を構築するもの 
カ 妊娠や子育てについて、市民に意識啓発を促すもの 

(2) 契約後、講座は年１８回以上実施、イベントは年１回以上実施すること 
(3) 本事業における総参加人数は、３００人以上となるようにすること。 
(4) 講座及びイベントの回数や定員については、設定する分野やテーマに応じ、

適切に設定すること 
 
４ 会場及び利用料等 

(1) 会場は富士宮市内とし、会場使用料は受託者が支払うこと。なお、交流セン

ター等の市施設を使用する場合は、市と協議の上、利用申請及び減免申請に

ついて市が行うものとする。 
(2) 利用者から参加料金の徴収は行わないこと。ただし、食事代、材料費等の実



費が生じる場合は、利用者が直接受託者に支払うものとする。 
(3) 託児を実施する場合は、受入れ可能人数等について講座等ごとにわかるよう

に企画提案書に記載すること。なお、託児は講座及びイベントに伴う託児の

みとする。 
 
５ 従事者 

(1) 講座等を開催するときは、実施責任者及び各回の分野やテーマに応じた有資

格者又は指導経験者を１回の開催につき各１人以上従事させること。 
(2) 託児を実施する場合は、託児従事者１人に対して子ども３人を限度とする。

ただし、託児の受入れ人数が１人の場合においても託児従事者を最低２人配

置すること。 
 
６ 事業の周知 

(1) 周知方法を検討し、実施日まで１か月以上の周知期間を設けること。 
(2) 必要な場合は、市と協議すること。 

 
７ 申込受付事務 

(1)  受託者が行うものとする。 
(2) 講座等１回の開催につき、利用者が定員の６割以上となるよう努めること。 

委託料の請求

及び支払 

１ 請求 
受託者は、次の書類をもって市に請求するものとする。 
(1) 事業実績報告書 
(2) 個別事業実施報告書 
(3) 請求書 

 
２ 委託料で支払える範囲 

(1)  従事実績に応じた、講師、運営・託児スタッフへの謝金 
(2)  事業の運営に必要な費用 

 
３ 支払 
委託料は、事業終了後、受託者からの請求に基づき、市が３０日以内に支払うも

のとする。 
原則一括払いであるが、支払方法については相談を受け付ける。 
 

４ 実施報告 
事業の実施状況について、事業終了後、速やかに市に報告すること。 

 



その他 

１ 目的に沿った事業の成果指標及びその指標に対する目標数値を設定し、測定方

法と併せて提案書に記載すること。その際、成果指標及び目標数値は明確に数値

化できるものとし、測定方法については客観性のあるものとすること。 
２ 市と連携を密にし、疑義が生じた場合は、協議の上処理すること。 
３ 本業務により得られたデータ及び成果品は、市に帰属するものとし、市の許可

なく他に使用又は公表してはならない。 
４ 著作権、肖像権等について、個人及び他団体の権利を侵害しないよう留意する

こと。 
５ 「個人情報取扱特記事項」を遵守し、業務上知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 
６ 本業務の遂行に当たり、受託者と利用者とのトラブル、苦情等が発生した場合

は、受託者が迅速かつ誠実に対応すること。また、対応が困難な状況が発生した

場合は、速やかに市に報告し、対応を協議すること。 
７ 本事業により、故意又は過失により第三者に損害を与えた場合は、受託者が賠

償責任を負うものとする。ついては、受託者は契約締結後速やかに本事業に係る

損害保険等に加入しなければならない。 
８ この仕様書に定めない事項については、市、受託者双方の協議の上、これを決

定する。 

※問合せについて、「令和６年度 妊娠出産子育てシェアサポート事業プロポーザル参加募集要項」の

「５ 質問受付・回答」をご覧ください。 
 


